










































































の年に多くの企業で CSR 課が設置された。当初 CSR
の考え方は各企業において完結するものであったが、
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また、T. フリードマンによる CSR 消極論とデイビ
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CSR 積極論として今日の CSR の基礎を築いたと言え
21 鈴木幸毅『環境経営学の確立に向けて』税務経理協会、1999 年、72 ページ。






































































































































※この表は、図表1の出所である SustainAbility and UNEP （2002）に記載されている。
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